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Ⅰ．公的年金制度の歴史

農業社会の大家族主義にもとづく家族内扶養が
維持できない高度産業化社会において、引退後
の収入を如何に確保するか？

産業化が進んだ社会において、生涯を安心して
暮らすためには、引退後において、現役時代と大
きく変わらない生活のできる収入が確保されてい
ることが必要

⇒考えられる手段

①貯蓄

②子供からの扶養

③私的扶養の社会化としての公的年金



引退後において、現役時代と大きく変わらない生活
 のできる収入を確保する際の３つのリスク

① 老後の余命期間は予測不可能。

② 現役時代から老後までの長い期間に起こるであろう賃金や
物価の上昇などの経済社会変動は、大きく、かつ予測不可能。

③ 老後を迎える前に、障害を負う可能性、死亡して遺族が残さ
れる可能性も皆無ではない。

⇒このような３つのリスクがある中で、引退後の生活に必要とな
る収入を、個人レベルで確実に確保することは困難。

①貯蓄：自らの寿命や今後の経済社会変動が予測不可能な中
で、老後に必要となる貯蓄額をあらかじめ見通し、貯蓄だけで確
実に対応することは通常無理。

②子供からの扶養：親子の扶養関係が変化する中で、年功制を
薄めた賃金体系の導入、少子化の進展等を受け、親を扶養する
場合の子供一人当たりの負担は大きくなっており、これに依存し
続けることは困難。
(資料）厚生労働省年金局「公的年金制度に関する考え方（第2版）」（2001年9月）
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公的年金制度の歴史（続き）

ビスマルクによって、プロシャ・ドイツに１８８９年に

年金制度が労使の負担による社会保険制度として

導入（障害老齢保険法制定）

障害老齢保険法は、１８９１年に施行。創設時はター
ミナル・ファンディング方式を採用

１８９９年改正により、財政方式は積立方式へ変更

→第一次世界大戦後の破局的なハイパーインフ

レーションにより、積立金の大半は無価値に！

（物価：１９２３年に年率２０９０億％上昇）

（資料）ディムソン、マーシュ、ストーントン「証券市場の真実：101年間の目撃録」東洋経済新報社（2003年7月）

（原著“Triumph

 

of the Optimists:101Years of the Global Investment Returns)
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公的年金制度の歴史（続き）

２度の世界大戦を通じて、年金制度においては、
積立方式がインフレーションの前に如何に脆い
ものであり、また、生産性の上昇や生活水準の
向上に対応していくのが如何に困難であるかが
如実に示された

１９５７年に、積立方式に依ることは止めて、生
産性年金という原理（現役時代に拠出した貢献
ポイントに応じた給付）に基づく賦課方式を原則
として運営することに改められた
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世代間扶養としての公的年金制度

公的年金の目的・役割・機能を果たすには、世代間扶養の
考え方に、国民一人一人の老後に向けての保険料納付と
いう自助努力の考え方を組み合わせた仕組みが必要であ
る。

即ち、「現在の現役世代が自助努力によって支払う保険料に
 より、現在の高齢者の年金給付を支え、現在の現役世代

 が将来高齢者となった時には、かつて高齢者の年金給付
 に対して個々人が行った貢献の度合いに応じて、次の世

 代の支払う保険料によって年金給付を受けるということを
 順繰りに行う」というこの仕組みは世界の主要国でもほぼ
 例外なく採用されており、長期間の賃金や物価の上昇など
 の社会経済変動に対応し、広く国民の老後の生活を確実

 に保障できる仕組み

(資料）厚生労働省年金局「公的年金制度に関する考え方（第2版）」（2001年9月）
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Ⅱ．公的年金の目的・機能＝本質
公的年金の目的：引退後の老後生活の主柱としての役割
を果たすことが主たる目的

この目的を果たすためには、現役世代の生活水準と均衡
の取れた生活水準を引退後も維持できることが必要であ
る。

⇒そのためには、現役世代における賃金水準の一定割合の
 年金を支給し、かつ、その実質価値を維持する機能が必

 要！（平成１６年改正では標準世帯でネット所得の約５
 ０％）

⇒積立方式からの超克が必要！

⇒1957年西ドイツで編み出された世代間扶養原理！

＝賃金や物価の変動に対応しうる給付体系の仕組み

→ドイツ型のポイント制（生産性年金）もしくは、

日本の賃金再評価・物価スライド制でもOK
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（参考）給付反対給付均等の原則（＝等価性）

給付と反対給付とが等価関係である場合に、給付反対給付
均等の原則が成立するという。（私的年金・私的保険の世界
での基本原理）

⇒管理コストまで含めると成立していない！

例.個人年金：但し、この場合も、管理コストを別枠扱いにした
 うえで、給付と純掛金が安全率を織り込んだ上での期待値

 の意味で均衡しているだけである。

確定給付型の企業年金ですら、給付反対給付均等の原
 則が成立していないケースが多い。（死亡率や金融資本市
 場の変動でＰＳＬが発生するため）

確定拠出型の年金制度では、給付反対給付均等の原則が
成立？⇒管理コストを徴収するため、実は成立していな
い！



Ⅲ．社会保険としての公的年金

社会保険は、保険原理と扶助原理を混合した
もの

社会保険は、応能負担原則・ニーズ給付原則
が基本。

要約すると、社会保険は、保険の技術に基づく「リスク
分散」により所得再分配を行うものであり、保険料の納
付を給付の根拠とする対価性が成立するが、保険料の
納付額が給付額に反映する等価性は問われない。応
能負担原則・ニーズ給付原則が基本であるが、応益負
担が仕組まれることもある。

例１．厚生年金保険

例２．健康保険制度、国民健康保険制度
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保険原理、社会保険方式、扶助原理の対比
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保険の技術に 保険の技術に 保険の技術に
基づく再分配 基づく再分配 基づかない

一方的な所得移転
応能負担原則

が基本であるが
応益負担が仕組
まれることもある

保険料の納付が 根拠となる 根拠となる 根拠とならない
給付の根拠となるか （対価性がある） （対価性がある） （対価性がない）
（対価性があるか）
保険料の納付額が 反映する 問われない 反映しない

給付額に反映するか （等価性がある） （緩やかな等価性が （等価性がない）
（等価性があるか） ある場合もある）

（資料）堀勝洋「社会保障・社会福祉の原理・法・政策」ミネルヴァ書房
　　　　　Ｐ３５及びＰ７９に基づき筆者が加筆修正して作成。

応益負担原則負担の原則

保険原理 社会保険方式 扶助原理

所得再分配

給付の原則 貢献給付原則 ニーズ給付原則 ニーズ給付原則

応能負担原則



Ⅳ．社会保険と民間保険・貯蓄との違い

○貯蓄は、保険のリスクプーリング機能を用いていないことから、予測不

 可能な自らの寿命や今後の経済社会変動への対応力が極めて弱い。
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社会保険 民間保険

適　用 強制適用（強制加入） 任意加入

給付水準 最低保障、従前所得の保障、必要な給付 個人の希望と支払能力に応じた水準設定が可能

原　理 社会的妥当性を重視 個人的公平性を重視

（社会連帯、応能負担原則、ニーズ給付原則、対価性, （保険原理：応益負担原則、貢献給付原則、対価性、

等価性は問われない） 等価性）　　　　　 

権利の根拠 法律で定められ変更可能（制度的権利) 契約により確定し、契約者の同意なく変更できない。

市　場 政府の独占 民間企業やＮＰＯの競争

財　源 保険料が中心であるが、公費補助がある場合がある。 保険料のみ

財政方式 賦課方式、修正賦課方式 完全積立を指向した積立方式

経済変動への 年金では年金額の物価・賃金スライドが可能でインフレに インフレがあると給付価値が下落し適応力が弱い。

適応力 強く、金融資本市場の落ち込みに左右されない。 金融資本市場の落ち込みに左右され、適応力が弱い。

医療保険や介護保険では、サービスが給付されるので、

経済変動への適応力が高い。

人口変動への 賦課方式は少子高齢化により,後世代の負担が増加 完全積立の場合には人口構成の変動の影響を受けない。

適応力 （但し、出生率の低下が止まり、一定水準で推移すれば、

後世代の負担の増加も止まる。）

（資料）椋野美智子・田中耕太郎著「はじめての社会保障（第10版)」有斐閣（2013年3月）P237に基づき筆者が加筆修正して作成。



Ⅴ．公的年金制度の財政運営の考え方
 ←昭和20年代に積立方式は事実上崩壊

資料：厚生労働省年金局数理課「厚生年金・国民年金平成１６年財政再計算結果」P１２１より抜粋
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（注）制度発足当初は年金受給者は
　少なく、年金額も低い。

次第に年金受給者は増え、
１人当たりの年金額も増大する
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公的年金（厚生年金、国民年金）の財政方式の推移

（出典）西岡隆「社会保障の世代間格差と財政方式の考え方について」日本アクチュアリー会年次大会

平成24年11月6日p12より抜粋
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公的年金（厚生年金、国民年金）の財政方式の推移（続き）

（出典）西岡隆「社会保障の世代間格差と財政方式の考え方について」日本アクチュアリー会年次大会（平成24年11月6日）p13より抜粋
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16

年金制度における賦課方式と積立方式の違い
 出典：厚生労働省社会保障審議会年金部会第12回資料2-2（平成24年4月24日）より抜粋
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自分が将来受取る年金について、

 予め保険料を積立て

賦課方式 積立方式

保
険
料

現役世代が納めた

 保険料がその時々

 の高齢者の年金給

 付に充てられる

世代間の支合いはなし

現役世代

 
現役世代

 
保険料

 
高齢期

高齢者世代

 
高齢者世代
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企業年金の運用実績の変動は大きい

出典：厚生労働省第1回厚生年金基金等の資産運用・財政運営に関する有識者会議（平成24年4月13日）資料2「厚生年金基金等の現状について」Ｐ16より
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積立方式の問題点
 ＝積立方式の実現可能性の無さ

積立方式に切り替えると、年金が市場リスクに曝される。

→市場での運用はボラティリティーが高く、老後所得の

安定という政策目標が常にリスクに曝される。

●GDPの2倍近い規模の積立金を適切に運用できるのか？

●賦課方式から積立方式への切り替えは「二重の負担」

問題を発生させる。

・
 

少子高齢化が進むと市場のリターンは低下する恐れが

大きいため積立方式が人口変動から中立的であるとは

いえない

・
 

積立方式に切り替えても貯蓄率が上昇するかは不明

（Nicholas Barr “The Welfare State as Piggy
 

Bank”）
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賦課方式を積立方式に切り替える際の「二重の負担」
 出典：厚生労働省社会保障審議会年金部会第12回資料2-2（平成24年4月24日）より抜粋

賦課方式から積立方式に切り替える時点の現役世代は、

①自分の将来の年金を積立てるだけでなく、

②そのときの受給者のための年金給付に必要な費用を重ねて負担しなければなら

 ない。

第2世代（切替え時の現役世代）

 は両方の負担を強いられる

「二重の負担」

自分が将来受取る年金につい

 て、予め保険料を積立

（賦課方式の世代）

 
高齢者世代

現役世代の納めた保険料

 がその時々の高齢者の年

 金給付に充てられる

保
険
料

（切替え時の世代）

 
現役世代

 
保険料

 
高齢期
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厚生年金の財源と給付の内訳（運用利回りによる換算）

 －平成21 年財政検証、基本ケース－

 出典：厚生年金・国民年金平成21年財政検証結果レポートＰ352より抜粋



公的年金を積立方式に切り替えることは困難

通常、積立方式と言われるのは事前積立方式(受給権
発生までに債務に応じた積立がなされる方式のこと）

もし、厚生年金を積立方式で運営したければ、過去期間
に係る給付現価相当分500兆円を現在世代が受給年齢
到達前に、積立てる必要がある。

現在の世代の平均年齢は40歳強だから、今後20年間
で積み立て終えるには、毎年約29兆円（平成21年度価
格水準で）に上る巨額の保険料を、さらに追加して、現在
世代が負担する必要がある！

平成22年度における厚生年金の保険料総額23兆円を3
割近く上回る巨額なもの。

即ち、現在世代は2倍以上の保険料負担を求められるこ
とになる！！

これが、二重の負担の困難性といわれる問題である！
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Ⅵ．世代間不公平論の本質的問題点

引退後の生活の主幹的部分を保障するという公的年金を
金融商品のように扱っていることは誤り。
公的年金は、単なる保険でもない。各時点ごとの現役世代
の生活水準に対応した年金額が支給される年金である。
給付負担倍率という物差しで見たら、世代間不公平がある
ように見えるが、これは一定の前提を置いた期待値（平均
値）に過ぎない。
しかも、事務費用もカウントされていない。
この物差しでは、公的年金の最大の魅力である終身にわた
り、実質価値のある年金が支給されるという面が全く評価さ
れていない！
⇒給付負担倍率で公的年金を論じること自体が空疎。

欧米諸国でも、同様の現象が生起しているが、特段、問題
にもなっていない。
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世代間の給付と負担の関係を見る上での背景

資料：厚生労働省年金局数理課「厚生年金・国民年金平成１６年財政再計算結果」ｐ２８５より抜粋

 

私的な扶養 年金制度を通じた
社会的な扶養

扶
養
負
担

昭和30～40年代 現在 将来

両親や祖父母
を扶養しなが
ら年金保険料
を負担

年金制度が
成熟し、私
的な扶養に
置き換わる

少子化と長寿化の進行によ
り、現役世代にかかる（年
金保険料上昇の裏にある）
扶養負担は高まる

都市化、核家族化による、私的な扶養から年金制度を通じた社会的な扶養への移行

65歳以上の者のいる世帯のうち
三世代世帯

44.4%(1970)　→　20.6%(2000)

夫婦のみ、単独世帯

16.8%(1970)　→　46.2%(2000)

厚生年金保険料（標準報酬ベース）
3.5%(1965) →6.2%(1970) →17.35%(2002)

厚生年金（含基礎年金）の平均年金月額（平成13年度末、男子）には大きな差はない
65歳　20.5万円　　70歳　20.7万円　　75歳　21.8万円　　80歳　20.6万円　　　　　　　　　　　　

保険料負担は相対的に小さい 同程度の年金給付でも負担に対する比率は大きくなる

加入できた年数も相対的に短い

扶
養
負
担

少子化と長寿化の進行による現役世代にかかる扶養負担の高まり

《現在の高齢世代の現役期》
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世代間の給付と負担の関係を見る上での背景

資料：厚生労働省年金局数理課「厚生年金・国民年金平成１６年財政再計算結果」ｐ２８４より抜粋

 

勤労者世帯可処分
所得（1971）
114,309円

勤労者世帯可処分
所得（2001）

464,723円
（1971年と比べ

実質約1.4倍）

当時の収入では
3～4%の保険料
もかなりの負担

保険料水準は高
くなったが、生
活水準も向上

これまでと比べ緩
やかだが持続的な
経済発展とともに
保険料負担の水準
を引上げ

昭和30～40年代 現在 将来

（保険料負担）

（所得・賃金）

→年金保険料に
上限を設定

（可処分所得）

［1971年］

［2001年］

生活水準の向上と実質的な保険料負担能力の上昇

先世代から後世代への教育費、住宅取得費、相続等の経済的移転があることなども考慮すべき要素

社会資本の蓄積の享受

《現在の高齢世代の現役期》

○エンゲル係数　33.3%
○住宅一人あたり畳数
　　　　5.56畳（1968）

○大学等進学率　26.8%
○乗用車普及率　26.8％
○海外旅行者数　96万人

○エンゲル係数　23.2%
○住宅一人あたり畳数
　　　11.24畳（1998）

○大学等進学率　45.1%
○乗用車普及率
　　　　83.0％(1998)
○海外旅行者数
　　　　1622万人

［1971年］

○下水道普及率　17%
○便所水洗化率
　　　　　17.1％(1968)
○道路舗装率　　21.7%

［2001年］

○下水道普及率　63.5%
○便所水洗化率
　　　　83.0％（1998）

○道路舗装率　　77.0%

後世代は先世代
の社会資本の蓄
積の成果を享受

昭和30～40年代 現在 将来
《現在の高齢世代の現役期》
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忘れられがちな親世代からの「逆補助金」

（１）学生生活費の家庭からの給付

学生数２７９万人、援助総額３．７兆円（1992年）

（２）結婚費用への親の援助

婚姻件数７５万件、援助総額２．４兆円（1992年）

（３）相続・贈与財産額

相続税・贈与税の課税価格２０．５兆円（1992年）

（参考）年金保険料拠出額合計２５．６兆円（1992年）

（資料）宮島洋「高齢社会へのメッセージ」ｐ５３、丸善ライブラリー



なぜ現在世代に比べ、TFR=2.07だった高齢世代は掛金
 の何倍ももらう世代間格差が生じたのか？

①戦後の公衆衛生の改善と国民皆保険による寿命の伸長
1947年男子55歳の平均余命15.97年×20歳からの生残率69％

⇒2010年男子60歳の平均余命22.75年×20歳からの生残率92％

⇒その結果、戦後直後より現在は、老齢年金コストが約2倍近く大。

②出生率の急激な低下＝少子化
⇒TFRが１．３９ならば、老齢年金コストが約1.5倍大。

（次ページの参考参照）

③戦後の経済混乱による負担力の低下
⇒9.4％から3.0％への引下げ

④1960年から始まった高度経済成長による生活水準の上昇
⇒給付水準を、所得代替率36.0％（1954年）から61.6%(1973年）へ
約1.7倍引上げ。
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（参考）定常人口下での賦課方式の保険料率

所得比例年金で40年加入のグロス所得代替率40％

賃金スライドで65歳支給開始

⇒賦課方式の保険料率は15.3％～17.4％

定常人口及び低出生安定人口における賦課方式の保
険料率のモデル試算結果

（出典）畑畑

 

満「低出生人口構造と概念上の拠出建年金制度」満「低出生人口構造と概念上の拠出建年金制度」

 

20052005年日本年金学会第年日本年金学会第2424号論文より号論文より
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保険料率 倍率 保険料率 倍率
定常人口（TFR=2.07) 15.3% 1.0 17.4% 1.0
高位推計（TFR=1.63) 19.8% 1.3 22.7% 1.3
中位推計（TFR=1.39) 23.5% 1.5 27.0% 1.5
低位推計（TFR=1.10) 30.1% 2.0 35.0% 2.0

２００５年生命表 ２０５０年生命表
表ー１　保険料率試算結果



社会保障制度改革国民会議第12回資料２「年金関連４法による改革の内容と残された課題」厚生労働省（平成25年５月17日）p19より抜粋
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海外の年金議論の動向②ＩＭＦ講演資料（１）



海外の年金議論の動向②ＩＭＦ講演資料（２）

社会保障制度改革国民会議第12回資料２「年金関連４法による改革の内容と残された課題」厚生労働省（平成25年５月17日）p20より抜粋
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参考文献

厚生労働省年金局「公的年金制度に関する考え方（第2版）」（2001年9月）

社会保障制度改革国民会議第12回資料２「年金関連４法による改革の内容

と残された課題」厚生労働省（平成25年5月17日）

社会保障制度改革国民会議第19回資料1-3各論部分（年金分野）（案）（平

成25年8月2日）

厚生労働省年金局数理課「厚生年金・国民年金平成１６年財政再計算結果」

太田啓之著「いま、知らないと絶対損する年金50問50答」文春新書

増田雅暢・畑満著「年金制度が破綻しないことがよくわかる年金Ｑ＆Ａ」ＴＡＣ
出版（2012年9月）

一般社団法人年金綜合研究所「持続可能な年金制度の確立に向けてー未
来につなげる安心と信頼ー設立記念シンポジウム講演録」2012年12月10日
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